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調調査査研研究究レレポポーートト（（ 年年 月月））

東東日日本本大大震震災災前前後後ににおおけけるる

宮宮城城県県内内市市町町村村のの自自殺殺死死亡亡のの地地域域格格差差とと地地域域特特性性ととのの関関連連性性

大川口 信一

７７Ｒ＆Ｃ研究顧問

はじめに

本稿の目的は、計量分析を用いて、東日本大

震災前後における宮城県内市町村の自殺死亡の

地域格差を捕捉するとともに地域特性との関連

性を考察することである。

日本の自殺死亡者数 厚生労働省「人口動態調

査」 は 年に急増して 万人を突破し大きな

社会問題として注目された。その後自殺死亡者

数は 年頃まで 万人前後で高止まった後は減

少傾向で推移し、 年には 人と 万人を

割り込んだ。もっともこの数字は同年の交通事

故死亡者数 人 の実に 倍の水準であり、

本稿の目的は、計量分析を用いて、東日本大震災前後における宮城県内市町村の自

殺死亡の地域格差を捕捉するとともに地域特性との関連性を考察することである。

分析の結果、宮城県の自殺死亡動向については、震災後の自殺死亡に目立った増加

は観察されなかった。これはケアチーム等の人的・財政的支援や復興需要に伴う経済

環境の改善など自殺リスクの緩和要因が複合的に作用したことによるものと推察され

る。今後は被災者の災害公営住宅への転居などの環境変化や復興予算の大幅な縮減に

伴い自殺リスクが顕在化する可能性がある。また、新型コロナウイルス感染症の流行

が自殺リスクを助長することが懸念されることから、心のケアなどに対する長期的な

支援が必要である。

自殺死亡の地域格差については、宮城県では震災前後を通して、山間部を中心とし

た内陸部で自殺死亡ＳＭＲが高い地域が多く、沿岸部で低い地域が多いという地域格

差が存在しており、この傾向は震災後に一層鮮明化したことが明らかとなった。自殺

死亡と地域特性との関連については、宮城県内市町村の自殺死亡には震災の前後を通

して過疎化因子と健康度因子が作用し、震災後はこれに都市化因子が加わったことが

明らかとなった。都市化因子は沿岸部での復興需要と内陸部での製造業の企業進出に

誘発されたものであり、震災後の自殺死亡の地域格差の鮮明化にはこのような地域特

性の変化が影響したものと考えられる。都市化因子は震災後に沿岸部の自殺リスクを

緩和する方向に作用したが、今後は復興予算の縮減に伴い都市化因子が減退し自殺リ

スクが高まる可能性がある。

これらの分析結果は、健康や過疎化に関する要因が自殺死亡に深く関与しており、

地域における健康増進対策や過疎化対策が自殺予防に結び付くことや、今後の地域特

性の変化を見据えた自殺予防対策の重要性を示唆するものである。

要 約
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自殺対策が我が国の重要な政策課題であること

に変わりはない。

この間、国は 年に自殺対策基本法を施行

し 年には自殺総合対策大綱を閣議決定した。

この大綱の中では、基本的考え方として、自殺

を単に個人レベルの問題として捉えるのではな

く、地域特有の社会的要因、即ち地域特性も踏

まえ総合的に自殺対策に取り組むことが示され

た。また、 年に見直しが行われた大綱では、

自殺対策に関する国、自治体等の役割の明確化

と連携・協働の重要性が指摘された。そして

年には基本法が改正され、都道府県および

市町村には地域の実情を勘案して自殺対策計画

を策定することが義務づけられた。これらによ

り現在では各自治体には効果的で実践的な自殺

対策の推進が求められている。

自殺に関しては膨大な既存研究が存在するが、

こうした流れの中で近年、鹿児島県 寒水

、静岡県 久保田他 、愛知県 大

参他 などでは、自殺死亡の動向と地域の

経済社会状況との関連を考察する研究が行われ

ている。一方、宮城県に関する近年の研究につ

いては、東日本大震災（以下、単に「震災」と

も表記する。）以降の自殺死亡の動向について

考察した眞崎他 や大類他 の研究が

あるが、市町村別の自殺死亡の動向と地域特性

との関連性に着目したものは管見の限り見当た

らない。そこで本稿では、宮城県内市町村にお

ける自殺死亡の地域格差や地域特性との関連性

について計量分析を用いて考察する。これによ

り宮城県における地域ごとの自殺対策に有用な

情報を得る。

本稿の構成は次の通りである。 節では宮城県

の自殺死亡者数の動向について概観する。 節で

は分析方法と使用データを提示する。 節では分

析の結果を示し、 節では分析結果について考察

する。むすびは本稿のまとめと今後の課題であ

る。

Ⅰ．宮城県の自殺死亡者数の動向

厚生労働省「人口動態調査」における 年

以降の宮城県の自殺死亡者数の推移 図 をみる

と、 年代初頭に 人台半ばであった自殺死

亡者数はその後増加傾向で推移し 年には

人に達した。 年以降は減少に転じたが、震

災後の 年および 年に幾分増加し、

年以降は 人前後で概ね横ばいで推移している。

因みに 年の自殺死亡者数は 人であるが、

これは同年の県内交通事故死亡者数 人 の

倍に当たる水準である。男女別にみると、概ね

男性が 割、女性が 割で推移しており、 年

では男性 人 ％ 、女性 人 ％ と

なっている。

一方、自殺死亡率 人口 万人当たり自殺死亡

宮城県

2011年

　12年

　13年

　14年

　15年

　16年

　17年

　18年

　19年

出典：厚生労働省「東日本大震災に関連する

自殺者数」(令和元年)

注. 発見日・発見地ベース、人。

表1. 震災に関連した自殺死亡者数の推移

合　計

男性

女性

合計

自
殺
死
亡
率

万
人
比

自
殺
死
亡
者
数

人

男性

女性

図 宮城県の自殺死亡者数・自殺死亡率の推移

出典：厚生労働省「人口動態調査」

総務省「住民基本台帳人口要覧」



3

－ －

者数 は 年 にかけて緩やかに上昇しそ

の後低下したが、 年以降は概ね から の

レンジで推移している。男女別にみると、男性

は 年から 年まで 前後の水準で推移し

たのち低下傾向を辿り、 年以降は 前後で

推移している。女性は 年以降、 台前半で

概ね横ばいで推移し、 年以降は一桁台に低

下している。

なお、都道府県別にみると、宮城県の自殺死

亡者数は 年から 年までは多い方から数

えて 位台前半、その後 年までは概ね 位

台後半で推移し、 年以降は 位となってい

る。自殺死亡率については変動がみられ、

年代半ばは 位台であったものが、 年代前

半は 位台まで低下し、その後は振れを伴いな

がらも上昇し、 年には 位となっている。こ

れを震災前後の累計で比較すると、震災前

年 、震災後 年 とも自殺

死亡者数は 位で横ばいだが、自殺死亡率は震

災前の 位から震災後には 位に低下している。

また、厚生労働省が公表している震災に関連

した自殺死亡者数の推移 表 をみると、宮城県

の震災関連自殺死亡者数は発災年の 年に

人、 年に 人と二桁台となったが、 年

以降は一桁台で推移している。

Ⅱ．分析方法と使用データ

１．分析方法

本稿では宮城県内 市町村を分析対象地域と

し、自殺死亡者数は厚生労働省「人口動態調査」

のデータを用いた。自殺死亡状況を表す指標に

ついては、市町村ごとに異なる年齢構成の影響

を軽減するため標準化死亡比

ＳＭＲ を求めこれを用いた。

ここで自殺死亡ＳＭＲの算定には、人口規模の

小さい市町村の変動を軽減するとともに、震災

の前後における自殺死亡動向を捕捉するため、

標準化死亡比 ＳＭＲ は、地域間の年齢構成の違いの影響を取り除くため、基準地域の死亡率を対象地域に当てはめ

た場合の期待死亡数を求めこれで実際の観察死亡数を除したものであり、地域間の死亡水準比較に一般に用いられてい

る。本稿では基準地域は宮城県とした。

標準化死亡比＝ 対象地域の観察死亡数 対象地域の期待死亡数)×100

対象地域の期待死亡数＝ 基準地域の年齢階級別死亡率×対象地域の年齢階級別人口 の総和

年から 年までの 年間 震災前 と 年

から 年までの 年間 震災後 の自殺死亡者数

平均値 を用いた。また、一般に自殺死亡ＳＭ

Ｒの算定には、男女間では死亡率や死亡要因が

異なることに対応して男女別の自殺死亡者数が

使われるが、宮城県内市町村については男女別

の集計では自殺死亡者数がゼロの自治体がある

などサンプルサイズが小さいことから、これに

対処するため男女合計の自殺死亡者数を用いた。

そして第一に市町村別の自殺死亡ＳＭＲにつ

いて三分位偏差を算定して、 パーセンタイル

値以上を自殺死亡高率地域 市町村 、 パー

センタイル値以下を自殺死亡低率地域 市町

村 としてマップ化し、県内市町村の自殺死亡の

地域格差を視覚化した。なお、変量統計で一般

に使われる四分位偏差ではなく三分位偏差を用

いたのは、計量分析における自殺死亡高率地域

と低率地域の有意差検定において一定のサンプ

ル数を確保するためである。マップ化は

を使用した。

第二に、市町村別の自殺死亡ＳＭＲと経済社

会指標 後述の 指標 の関連性について、①自

殺死亡高率地域と低率地域の有意差検定、②相

関分析、③重回帰分析、④主成分回帰分析の つ

の計量分析を行い複眼的に考察した。

自殺死亡高率・低率地域の有意差検定に関し

ては、採用した経済社会指標について平均値 中

央値 の差の検定を行った。ここではまず自殺死

亡高率・低率地域各々の経済社会指標の実数ま

たはその対数化したものについて、正規性と等

分散性を確認した。正規性ありで等分散と見做

されたもの 震災前 指標 震災後 指標 につい

ては の 検定、正規性ありで異分散と見

做されたもの 指標 指標 については の

検定、正規性なしと見做されたもの 指標

指標 についてはノンパラメトリック検定の一つ

である の順位和検定を行った。相関分

析と重回帰分析については、市町村別の自殺死
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亡ＳＭＲを従属変数、経済社会指標を説明変数

として分析した。重回帰分析はステップワイズ

法を用いた。主成分回帰分析については、まず

市町村別の経済社会指標に対し主成分分析を適

用し、ここから各地域の経済社会活動を要約し

た地域特有の性質、即ち地域特性を抽出した。

そしてここで得られた地域特性を表す主成分を

説明変数、市町村別自殺死亡ＳＭＲを従属変数

として回帰分析を行った。

２．使用データ

本稿で使用した経済社会指標は表 に示した

指標である。これらの変数は、住環境、経済産

業、保健福祉の つのカテゴリーに分類される。

住環境は、地勢を表す総面積や気象条件 降水

量、平均気温等 のほか、年齢構成を表す年齢

階級別人口比率や従属人口指数、婚姻 離婚 率、

小売業売場面積、乗用車保有台数など 変数か

らなる。経済産業は、産業・就業構造を表す産

業 分類別就業者比率、完全失業率、所得水準を

表す課税対象所得や自治体の財政運営の自主性

の大きさを表わす財政力指数など 変数からなる。

保健福祉は、医療状況を表す総病床数や医師数、

介護状況を表す要介護・要支援認定率や高齢者

震災前 震災後

住 環 境 総面積 2008年 2015年

可住地面積 2008年 2015年 国土交通省「全国都道府県市区町村別面積調」

人口密度(総面積比) 2008年 2015年 宮城県「住民基本台帳年報」

人口密度(可住地面積比) 2008年 2015年

降水量

平均気温 気象庁HP「過去の気象データ・ダウンロード」

最高気温 ※1：2006-2010年平均  ※2：2011-2019年平均

最低気温

日照時間

人口 2008年 2015年

年少人口比率 2008年 2015年

生産年齢人口比率 2008年 2015年

老年人口比率 2008年 2015年

従属人口指数 2008年 2015年

老年人口指数 2008年 2015年

婚姻率(人口千人比) 厚生労働省「人口動態調査」

離婚率(人口千人比) ※3：2006-2010年平均  ※4：2011-2019年平均

小売業売場面積(人口比) 2007年 2016年 経済産業省「商業統計」総務省「経済センサス」

乗用車保有台数(世帯数比) 2008年 2015年 東北運輸局「市町村別保有車両数」

経済産業 第1次産業就業者比率 2010年 2015年

第2次産業就業者比率 2010年 2015年

第3次産業就業者比率 2010年 2015年

完全失業率 2010年 2015年

課税対象所得(納税者数比) 2008年 2015年 総務省「市町村税課税状況等の調」

零細事業所従業者比率 2009年 2016年 総務省「経済センサス」

財政力指数 2009年 2015年 総務省「地方財政状況調査」

保健福祉 総病床数(人口比) 2008年 2015年

一般診療所病床数(人口比) 2008年 2015年

医師数(人口比) 2008年 2015年 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」

保健師数(人口比) 2008年 2015年 厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」

高齢者のいる世帯比率 2010年 2015年

高齢者単身世帯比率 2010年 2015年

男性健康寿命 2010年 2015年

女性健康寿命 2010年 2015年

要介護・要支援認定率 2010年 2015年 宮城県「医療・介護等に関するデータ」

健康相談被指導延人員(人口比) 2008年 2015年 厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」

表2. 変数一覧

注. 気象データに係る観測地点が存在しない市町村については、気象条件が類似した観測地点がある近隣の市町村の

データを用いた。零細事業所とは従業者数10人未満の事業所。

基 準 年
変　　数 出　　典

宮城県「住民基本台帳年報」

※3 ※4

※1 ※2

総務省「国勢調査」

総務省「国勢調査」

厚生労働省「医療施設調査」

宮城県「データからみたみやぎの健康」
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のいる世帯比率、健康状況を表す健康寿命など

変数からなる。なお、これらの変数は既存研

究の知見を活用して選定したが、健康寿命およ

び要介護・要支援認定率は地域の自殺と健康状

態の関係に着目し選定したものであり、既存研

究には見当たらない本稿独自の変数である。

変数の基準年については、自殺死亡ＳＭＲの

算定期間の中間年とし、震災前は 年、震災

後は 年とした。但し、気象関連変数および

婚姻率・離婚率は当該算定期間の平均値とした。

また、統計の調査年の関係で計数が得られない

ものについては、それらの基準年前後で計数が

得られる直近の調査年を基準年とした。表 には

使用した変数の簡易統計量を示した。

Ⅲ．分析結果

１．市町村別自殺死亡ＳＭＲの分布

算定した市町村別自殺死亡ＳＭＲを表 に示し

た。また図 には自殺死亡ＳＭＲの高率地域、低

率地域およびそれらの中間地域を図示した。震

災前の自殺死亡ＳＭＲの高率地域は南三陸町

、角田市 、大郷町 、村田

町 、栗原市 、登米市 など

平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値

総面積

可住地面積

人口密度(総面積比)

人口密度(可住地面積比)

降水量

平均気温

最高気温

最低気温

日照時間

人口

年少人口比率

生産年齢人口比率

老年人口比率

従属人口指数

老年人口指数

婚姻率

離婚率

小売業売場面積

乗用車保有台数

第1次産業就業者比率

第2次産業就業者比率

第3次産業就業者比率

完全失業率

課税対象所得

零細事業所従業者比率

財政力指数

総病床数

一般診療所病床数

医師数

保健師数

高齢者のいる世帯比率

高齢者単身世帯比率

男性健康寿命

女性健康寿命

要介護・要支援認定率

健康相談被指導延人員

震災前 震災後

表3. 変数の簡易統計

備考. サンプルサイズは35。
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　 震災前① 震災後② ①下限 ①上限 ②下限 ②上限 震災前 震災後

仙台市 ※※※ ※※※

石巻市 ※

塩竈市

気仙沼市

白石市

名取市

角田市 ※※※

多賀城市 ※※

岩沼市

登米市 ※※※ ※※※

栗原市 ※※※ ※※

東松島市

大崎市 ※※※

富谷市 ※

蔵王町

七ヶ宿町

大河原町

村田町

柴田町

川崎町

丸森町 ※※※

亘理町

山元町

松島町

七ヶ浜町

利府町 ※※

大和町

大郷町 ※※※

大衡村

色麻町 ※※※

加美町

涌谷町

美里町

女川町 ※※

南三陸町 ※※※ ※

表4. 宮城県の市町村別自殺死亡ＳＭＲ

注．
※※※

P<0.01，
※※

P<0.05，
※

自殺死亡率自殺死亡ＳＭＲ95％信頼区間自殺死亡ＳＭＲ

図 自殺死亡ＳＭＲの市町村分布

〔震災前〕 〔震災後〕
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であり、低率地域は女川町 、蔵王町

、多賀城市 、七ヶ宿町 、山

元町 、亘理町 などである。また、

自殺死亡ＳＭＲが信頼区間 ％で宮城県より有

意に高いのは南三陸町、角田市、栗原市、登米

市、大崎市であり、有意に低いのは女川町、多

賀城市、仙台市である。

震災後の高率地域は大郷町 、色麻町

、丸森町 、川崎町 、登米

市 、白石市 などであり、低率地

域は七ヶ宿町 、南三陸町 、利府町

、松島町 、大衡村 、七ヶ浜

町 などである。自殺死亡ＳＭＲが ％信

頼区間で有意に高いのは大郷町、色麻町、丸森

町、登米市、栗原市であり、有意に低いのは利

府町および仙台市である。また、信頼区間 ％

まで含めると石巻市が有意に高く、南三陸町お

よび富谷市が有意に低い。

２．有意差検定

自殺死亡ＳＭＲの高率・低率地域における経

済社会指標の有意差検定 平均値・中央値の差の

検定 の結果を表 に示した。 ％有意水準でみる

と震災前の自殺死亡高率地域では、乗用車保有

総面積 ※※

可住地面積 ※※

人口密度(総面積比) ※※

人口密度(可住地面積比) ※※

降水量 ※※

平均気温 ※※ ※※

最高気温

最低気温 ※※ ※※※

日照時間 ※※※

人口

年少人口比率

生産年齢人口比率

老年人口比率

従属人口指数

老年人口指数

婚姻率

離婚率

小売業売場面積

乗用車保有台数 ※※ ※※※

第1次産業就業者比率 ※※

第2次産業就業者比率 ※※

第3次産業就業者比率 ※※

完全失業率

課税対象所得 ※※※

零細事業所従業者比率

財政力指数 ※ ※※

総病床数 ※

一般診療所病床数

医師数

保健師数 　

高齢者のいる世帯比率 ※※

高齢者単身世帯比率

男性健康寿命 ※※ ※※※

女性健康寿命 ※※※

要介護・要支援認定率

健康相談被指導延人員

z値

震災前

　

表5. 有意差検定の結果

注．
※※※

P<0.01，
※※

P<0.05，
※

震災後

t値t値 t値 t値 z値

住

環

境

経

済

産

業

保

健

福

祉
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台数が有意に高く、降水量、平均気温、最低気

温、男性健康寿命および女性健康寿命が有意に

低い結果となった。震災後の自殺死亡高率地域

では総面積、可住地面積、乗用車保有台数、第

次産業就業者比率、第 次産業就業者比率および

高齢者のいる世帯比率が有意に高く、人口密度

総面積比 、人口密度 可住地面積比 、平均気

温、最低気温、日照時間、第 次産業就業者比率、

課税対象所得、男性健康寿命が有意に低い結果

となった。また、 ％有意水準までみると、自

殺死亡高率地域では震災前は財政力指数が有意

に低く、震災後は総病床数が有意に高い。

３．相関分析

相関分析の結果を表 に示した。震災前につい

ては、自殺死亡ＳＭＲとの間で乗用車保有台数

相関係数 および要介護・要支援認定率

が有意な正の相関、平均気温 、

最低気温 、財政力指数 、男性

健康寿命 が有意な負の相関を示した。

震災後については、乗用車保有台数 、第

次産業就業者比率 が有意な正の相関、

最低気温 、第 次産業就業者比率

、男性健康寿命 、女性健康寿命

が有意な負の相関を示した。また、

％有意水準まで含めると、震災前では人口密

度 可住地面積比 が有意な負の相関、

震災後では高齢者のいる世帯比率 が有意

な正の相関、人口密度 可住地面積比 、

課税対象所得 、財政力指数 が

有意な負の相関を示した。

４．重回帰分析

ステップワイズ法による重回帰分析の結果を

表 に示した。震災前の自殺死亡ＳＭＲに対して

は、財政力指数、高齢者単身世帯比率および女

性健康寿命が有意な変数として選択された。震

災後については、財政力指数および女性健康寿

命が選択された。決定係数はそれぞれ 、

であった。またこれらの変数のうち自殺死

亡ＳＭＲと有意な相関を有するのは、相関分析

でみたように震災前では財政力指数、震災後で

は財政力指数、女性健康寿命である。

財政力指数 ※※※ ※※

高齢者単身世帯比率 ※※

女性健康寿命 ※※ ※※※

定数項 ※※※ ※※※

　 　

　 　

F値 ※※※ ※※※

　 　

　 　

注 ．
※※※

P<0.01，
※※

 2.（）内は標準化偏回帰係数

表7．重回帰分析の結果

震災前 震災後

震災前 震災後

総面積 　 　

可住地面積 　 　

人口密度(総面積比) 　 　

人口密度(可住地面積比) ※ ※

降水量 　 　

平均気温 ※※ 　

最高気温 　

最低気温 ※※ ※※

日照時間 　 　

人口 　 　

年少人口比率 　 　

生産年齢人口比率 　 　

老年人口比率 　 　

従属人口指数 　 　

老年人口指数 　 　

婚姻率 　 　

離婚率 　 　

小売業売場面積 　 　

乗用車保有台数 ※※※ ※※※

第1次産業就業者比率 　 　

第2次産業就業者比率 　 ※※

第3次産業就業者比率 　 ※※

完全失業率 　 　

課税対象所得 　 ※

零細事業所従業者比率 　 　

財政力指数 ※※※ ※

総病床数 　 　

一般診療所病床数 　 　

医師数 　 　

保健師数 　 　

高齢者のいる世帯比率 　 ※

高齢者単身世帯比率 　 　

男性健康寿命 ※※ ※※※

女性健康寿命 　 ※※※

要介護・要支援認定率 ※※ 　

健康相談被指導延人員 　 　

　

表6. 相関分析の結果

注．
※※※

P<0.01，
※※

P<0.05，
※

住

環

境

経

済

産

業

保

健

福

祉
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５．主成分回帰分析

表 には主成分分析により得られた固有値と寄

与率、表 には因子負荷量を示した。固有値は各

主成分の分散を表すが、ここでは震災前後とも

固有値 以上の主成分を抽出し第 主成分まで

を採用した。これにより震災前後とも使用した

経済社会指標が有する全情報量の 割超が説明さ

れることになり十分な説明力を持つ。

震災前の負荷量をみると、第 主成分に大きく

正に作用しているのは生産年齢人口比率、課税

対象所得、第 次産業就業者比率、負に強く作用

しているのは高齢者のいる世帯比率、老年人口

比率、老年人口指数、第 次産業就業者比率など

である。この因子は地域の人口構造や産業構造

固有値

寄与率

累積寄与率

　
震災前・主成分 震災後・主成分

表8. 固有値・寄与率

総面積

可住地面積

人口密度(総面積比)

人口密度(可住地面積比)

降水量

平均気温

最高気温

最低気温

日照時間

人口

年少人口比率

生産年齢人口比率

老年人口比率

従属人口指数

老年人口指数

婚姻率

離婚率

小売業売場面積

乗用車保有台数

第1次産業就業者比率

第2次産業就業者比率

第3次産業就業者比率

完全失業率

課税対象所得

零細事業所従業者比率

財政力指数

総病床数

一般診療所病床数

医師数

保健師数

高齢者のいる世帯比率

高齢者単身世帯比率

男性健康寿命

女性健康寿命

要介護・要支援認定率

健康相談被指導延人員

震災前・主成分 震災後・主成分
　

表  因子負荷量
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を表すと考えられるが、ここでは特に高齢化に

関する人口構造に着目しこの主成分を高齢化因

子と解釈した。第 主成分の負荷量については、

乗用車保有台数の負への作用の大きさが目立つ。

乗用車保有台数が多い地域は公共交通機関が少

なく、生活関連施設や職場への移動が徒歩では

賄えない地域が多いと考えられることから、こ

の主成分を生活の不便さを表す因子と解釈した。

第 主成分では可住地面積および総面積の正の負

荷量が突出して大きい。可住地面積は総面積か

ら林野面積と主要湖沼面積を差し引いたもので

あり、これらは地域の地勢や自然条件を表すも

のと捉えられることから、この主成分を地勢因

子と見做した。なお、宮城県で可住地面積およ

び総面積が大きい市町村は広大な林野や田畑を

有する農山村地域が多く、これらは大半が過疎

地域と重複する。過疎地域自立促進特別措置法

過疎法 に基づく宮城県の過疎地域市町村 一部

過疎地域も含む は 市町 であるが、可住地面

積および総面積の上位 市町のうち 市町を過疎

地域市町村が占める。ここからこの主成分は間

接的あるいは実質的には過疎化を表す因子と見

做すことができる。第 主成分は最高気温、人口、

降水量のほか男性健康寿命の正への作用が大き

いことから、この主成分を男性健康寿命因子と

解釈した。第 主成分については、女性健康寿命

や総病床数の正の負荷量が大きいことから、こ

の主成分を女性健康寿命因子と見做した。

震災後の負荷量については、第 主成分から第

主成分までは震災前の因子構造と同様であるこ

とから、それぞれ高齢化因子、生活の不便さを

表す因子、地勢因子と見做した。第 主成分につ

いては、女性健康寿命の正の負荷量が大きく、

男性健康寿命も正に作用していることから、こ

の主成分を男性・女性健康寿命因子と解釈した。

第 主成分については、一般診療所病床数や要介

護・要支援認定率が負に作用し、零細事業所従

業者比率や小売業売場面積、総病床数、医師数

が正に作用している。ここから主成分特性を解

過疎法による宮城県の過疎地域市町村は、石巻市、気仙沼市、登米市、栗原市、大崎市、七ヶ宿町、丸森町、山元町、

加美町、南三陸町の 市 町。なお、現行法は 年度より改正法に移行し、これにより東松島市と美里町が過疎地域に

追加される予定である。

釈するのは難しいが、ここではこの主成分の正

の得点が大きい市町村に地域の中核病院が立地

していることに着目し、この主成分を医療資源

因子と見做した。

表 は、自殺死亡ＳＭＲを従属変数とし、こ

れを主成分分析から推定された各主成分で説明

する回帰式により得られた結果である。震災前

については、第 主成分 生活の不便さを表す因

子 が負に有意に、第 主成分 地勢因子 が正に

有意に作用している。つまり、生活利便性が劣

位なほど、過疎化が進んでいるほど自殺死亡Ｓ

ＭＲが高いことが示された。震災後は、第 主成

分 生活の不便さを表す因子 は震災前と同様に

有意な負の効果を有するが、第 主成分 地勢因

子 の説明力はやや低下している。一方、第 主

成分 男性・女性健康寿命因子 が有意に負に作

用している。ここから震災後は生活利便性や健

康度が劣位なほど自殺死亡ＳＭＲが高いことが

示された。

第1主成分

第2主成分 ※※ ※※※

第3主成分 ※※ ※

第4主成分 ※※※

第5主成分

定数項 ※※※ ※※※

　 　

　 　

F値 ※※ ※※※

　 　

　 　

注 ．
※※※

P<0.01，
※※

P<0.05，
※

 2.（）内は標準化偏回帰係数

表10. 主成分回帰分析の結果

震災前 震災後



11

－ －

Ⅳ．考 察

１．宮城県の自殺死亡動向

年をピークに減少に転じた宮城県の自殺

死亡者数は、震災後の 年に幾分増加し

たが、その後は概ね横ばいで推移していること

が確認された。宮城県は震災に伴う人的被害お

よび住家被害が都道府県単位で最大であったが、

ここからはこうした甚大な被害にも拘わらず震

災後の自殺死亡者数には目立った増加は観察さ

れなかったことになる。

眞崎他 は震災後の被災 県 岩手県、宮

城県、福島県 の自殺の超過死亡について考察し、

宮城県の自殺死亡ＳＭＲは震災前 年 に

比べ震災後 年 は有意に低く、震災後

年は有意差はないものの となり、震災後

年間では増加傾向はなかったとしている。そし

てその要因として、①孤立した人が相対的に多

く被害にあった可能性があること、②ケアチー

ム等外部からの人的・財政的支援により自殺リ

スクが回避されたこと、③人的被害があまりに

大きかったため命を大切にする風潮が醸成され

たこと、④復旧・復興需要に伴い雇用情勢等の

経済環境が改善したことを挙げている。本稿の

観察期間においても震災後の自殺死亡者数が横

ばい圏内となっているのはこれらの要因が複合

的に作用しているものと推察される。

一方、大類他 は震災後 年間における宮

城県沿岸部市区町の月別自殺死亡率の動向につ

いて考察し、自殺死亡率は震災後 年後の上昇

期に比べ上昇幅は小さいが、 年 月から

年 月にかけて徐々に上昇していることを指摘し

ている。そしてこのような局面変化の要因とし

て、 年 月に仮設住宅の供与終了が開始され

たことに着目し、供与終了に伴う経済的支援の

終了やコミュニティの再分離の影響が示唆され

るとしている。本稿では宮城県全域を対象に年

次ベースで自殺死亡動向を捉えており、大類他

大類他 の定義する宮城県沿岸部 仙台市宮城野区・若林区、石巻市、塩竈市、気仙沼市、名取市、多賀城市、岩

沼市、東松島市、亘理町、山元町、七ヶ浜町、女川町、南三陸町の 区 市町 における震災以降の年次ベースの自殺死

亡者数 男女合計 の推移を記述すると、発災年の 年は 人であったが 年には 人に減少した。 年には

人と増加したが、その後 年 人 までは逓減した。そして 年 人 にかけて増加し 年 人 は横ばいと

なっている。

が指摘するような増加傾向は観察されな

いが、 年代終盤にピークアウトした自殺死

亡者数・自殺死亡率が 年代半ばで下げ止ま

ったことが確認される 。また、震災に関連した

自殺死亡者数についてもやや子細にみると、

年に増加したのち一旦減少したが、 年

以降の数年間には増加した年も観察される。こ

こから当該自殺死亡者は時間の経過と共に必ず

しも減少するわけではなく、震災に伴う自殺リ

スクは長期にわたり残存していく可能性が示唆

される。

このように宮城県の自殺死亡者数は震災後に

目立った増加はみられなかったが、これには上

述したような自殺死亡の抑制要因が作用したも

のと推測される。ただし、この間震災に伴う自

殺リスクは残存しており、災害公営住宅への転

居などの環境変化に伴う孤立化や人的・財政的

支援の縮小など自殺死亡の抑制要因の緩和が進

めば、自殺リスクが高まる可能性もある。また、

新型コロナウイルス感染症の流行が自殺リスク

を助長することが懸念される。発災から 年を

経過しハード面での復興事業が概ね完了したこ

とから 年度以降の復興予算は大幅に縮減さ

れる。国は心のケアなどソフト面での復興予算

は一定程度確保するとしているが、心のケア対

策がかなりの期間を要するものであることを踏

まえ、十分な支援を長期にわたり継続していく

ことが必要である。

２．自殺死亡の地域格差

宮城県内市町村の自殺死亡ＳＭＲを算定しそ

れを可視化した結果、自殺死亡の高い地域と低

い地域が観察された。全体を俯瞰してみると、

自殺死亡ＳＭＲは震災前後を通して山間部では

高く、仙台市とその周辺地域では低い状況が読

み取れる。岡他 は和歌山県内市町村の地

理的特性と自殺率の関係を考察し、自殺率は山

間部でより高く、海沿いの平野部でより低い傾
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向があると指摘している。そこで県内市町村を

沿岸部 市町 と内陸部 市町村 に分けて考

察すると、震災前においては、自殺死亡ＳＭＲ

の高率地域の内訳は沿岸部が 市町、内陸部が

市町村、低率地域は沿岸部が 市町、内陸部が

市町となっている。一方、震災後については、

高率地域では沿岸部市町が消失しすべてを内陸

部市町が占めており、低率地域は沿岸部が 市町、

内陸部が 市町村となっている。つまり震災後は、

高率地域は内陸部に集中し、低率地域では沿岸

部の割合が高まったことになる。これらから宮

城県では震災前後を通して、山間部を中心とし

た内陸部で自殺死亡ＳＭＲが高い地域が多く、

沿岸部で低い地域が多いという地域格差が存在

しており、この傾向は震災後に一層鮮明化した

ことが明らかとなった。

なお、既存研究においては、鹿児島県 寒水

では自殺死亡が過疎地域に集積している

ことが示されたほか、静岡県 久保田他 、

愛知県 大参他 でも自殺死亡と過疎化の

関連が指摘されている。宮城県の過疎地域市町

村 市町のうち自殺死亡高率地域に含まれるの

は震災前では南三陸町、栗原市、登米市、大崎

市の 市町、震災後では丸森町、登米市、栗原市、

加美町の 市町である。ここから宮城県では、自

殺死亡高率地域が過疎地域に集積しているとま

ではいえないが、これら震災前の 市町と震災後

の加美町を除く 市町の自殺死亡ＳＭＲにはいず

れも統計的な有意差が認められることや、主成

分回帰分析の結果から生活利便性や地勢といっ

た過疎化に関連する因子が有意な説明変数とし

て選定されていることから、宮城県においても

自殺死亡と過疎化との関連が示唆される。

３．自殺死亡と地域特性の関連性

宮城県内市町村の自殺死亡ＳＭＲと地域特性

の関連性を分析した計量分析 有意差検定、相関

分析、重回帰分析、主成分回帰分析 から得られ

た統計的に有意な変数を自殺死亡の危険因子と

予防因子に分類すると次のようになる。

沿岸部は仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、名取市、多賀城市、岩沼市、東松島市、亘理町、山元町、松島町、七ヶ

浜町、利府町、女川町、南三陸町の 市町。内陸部は沿岸部以外の 市町村。

震災前の危険因子は乗用車保有台数、要介

護・要支援認定率、生活の不便さを表す因子、

地勢因子、予防因子は降水量、平均気温、最低

気温、財政力指数、 男性、女性 健康寿命から

なる。ここで乗用車保有台数、生活の不便さを

表す因子、地勢因子はいずれも過疎化に関連す

るものである。また、過疎法に基づく過疎地域

は人口要件 人口減少率、高齢者比率、若年者比

率 と財政力要件 財政力指数 から定義されてお

り、財政力指数も過疎化に関連しているといえ

る。加えて、降水量、平均気温、最低気温は気

象条件に関するものであるが、気象条件が厳し

い地域は山間部の農山村地域に多いことから、

これらも過疎化との関連が示唆される。従って、

これら つの変数を集約して過疎化因子と見做す

ことができる。一方、健康寿命は平均寿命から

寝たきりや認知症など介護状態の期間を差し引

いた期間であることから、要介護・要支援認定

率と対極的な関係にあると捉えられる。従って、

これら つの変数は健康度因子と解釈される。

一方、震災後については、震災前の危険因子、

予防因子の大半が引続き作用しているほか、新

たに総面積、可住地面積、第 次産業就業者比率、

第 次産業就業者比率、高齢者単身世帯比率が危

険因子として、人口密度 総面積比、可住地面積

比 、日照時間、第 次産業就業者比率、課税対

象所得、男性・女性健康寿命因子が予防因子と

して加わった。ここで面積と人口密度は対極関

係にあり、日照時間、高齢者単身世帯比率とと

もに過疎化因子と解釈される。また、第 次およ

び第 次産業就業者比率と第 次産業就業者比率

および課税対象所得も対極関係にあり、これら

は都市化因子と解釈される。

これらから宮城県内市町村の自殺死亡には震

災の前後を通して過疎化因子と健康度因子が作

用しており、震災後はこれに都市化因子が加わ

ったことが明らかとなった。震災後に都市化因

子が加わったのは、元来相対的に都市化が進ん

でいた沿岸部では膨大な復興事業に伴い所得増

加が生じた一方、内陸部では自動車や半導体関
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連の企業進出を背景に製造業への特化度が高ま

り、それぞれの地域で自殺死亡との相関が強ま

ったことによるものと推察される。震災後にお

ける内陸部と沿岸部の自殺死亡の地域格差の鮮

明化には、このような地域特性の変化が影響し

たものと考えられる。

なお、既存研究においては、岡他 は和

歌山県内旧市町村の自殺死亡ＳＭＲが平均気温

と負の相関を示すとしている。高玉他 は

都道府県別年齢調整死亡率が男性では最高気温、

女性では最低気温と有意な負の相関を示すとし

たほか、群馬県内市町村の自殺死亡率が男女と

も所得および人口密度と有意な負の相関を有す

ることを指摘している。大参他 は愛知県

内市町村の自殺死亡ＳＭＲが男性では高齢者の

いる世帯比率が正に、女性では市町村民所得が

負に有意に作用していることを指摘している。

寒水 は鹿児島県内市町村の自殺死亡ＳＭ

Ｒについて、女性の自殺死亡高率地域では第 次

産業就業者比率が有意に高く、第 次産業就業者

比率が有意に低いことを示している。これらの

既存研究の結果はいずれも本稿の計量分析の結

果を支持するものである。

以上のように、自殺死亡と地域特性に関する

計量分析の結果、過疎化因子、健康度因子、都

市化因子が宮城県内市町村の自殺死亡に影響を

与えていることが示された。特に、既存研究で

は触れられてこなかった健康寿命や要介護・要

支援認定率といった変数が自殺死亡に作用する

健康度因子として抽出された意義は大きい。宮

城県における自殺死亡者の原因・動機別割合 警

察庁「自殺統計」： 年累計 をみると、

健康問題が ％ 全国 ％ と最も多く、次

いで家庭問題が ％ ％ 、経済・生活問

題が ％ ％ 、勤務問題が ％ ％

などとなっている。全国と比べると、健康問題

の割合が低く、家庭問題などの割合が高い傾向

にあるが、全国と同様に健康問題が自殺死亡の

最大の原因・動機であることに変わりはない。

本稿の分析結果はこのような状況と符合するも

のであり、地域における健康増進対策が自殺予

防対策に結び付くことを示唆するものである。

また、過疎化に関する要因が自殺死亡に深く関

与していることが示された。過疎化問題は古く

て新しい問題であり、即効的な対策はないため

地域特性を踏まえた長期的で着実な対応が求め

られる。

一方、自殺死亡に対し震災後に都市化因子が

影響していることが示されたが、これは震災後

に沿岸部の自殺リスクを緩和する方向に働いた

ものと考えられる。しかし今後は復興予算の縮

減に伴い都市化因子が減退し自殺リスクが高ま

る可能性があることから、このような地域特性

の変化を見据えた自殺予防対策が重要となる。

むすび

本稿では、複数の計量分析を用いて、東日本

大震災前後における宮城県内市町村の自殺死亡

の地域格差を捕捉するとともに地域特性との関

連性を考察した。

分析の結果、宮城県の自殺死亡動向については、

震災後の自殺死亡に目立った増加は観察されなか

った。これはケアチーム等外部からの人的・財政

的支援や復興需要に伴う経済環境の改善など自殺

リスクの緩和要因が複合的に作用したことによる

ものと推察される。今後は被災者の災害公営住宅

への転居などの環境変化や復興予算の大幅な縮減

に伴い自殺リスクが顕在化する可能性がある。ま

た、新型コロナウイルス感染症の流行が自殺リス

クを助長することが懸念されることから、心のケ

アなどに対する長期的な支援が必要である。

自殺死亡の地域格差については、宮城県では震

災前後を通して、山間部を中心とした内陸部で

自殺死亡ＳＭＲが高い地域が多く、沿岸部で低

い地域が多いという地域格差が存在しており、

この傾向は震災後に一層鮮明化したことが明ら

かとなった。

自殺死亡と地域特性との関連については、震

災前の危険因子として乗用車保有台数、要介

護・要支援認定率など、予防因子として平均気

温、財政力指数、健康寿命などが示された。震

災後については震災前の危険因子、予防因子の

大半が引続き作用しているほか、新たに面積、

第 次および第 次産業就業者比率などが危険因

子として、人口密度、第 次産業就業者比率、課
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税対象所得などが予防因子として加わった。こ

れらは過疎化因子、健康度因子、都市化因子に

集約されるが、ここから宮城県内市町村の自殺

死亡には震災の前後を通して過疎化因子と健康

度因子が作用し、震災後はこれに都市化因子が

加わったことが明らかとなった。震災後に都市

化因子が誘発されたのは、元来相対的に都市化

が進んでいた沿岸部では膨大な復興事業に伴い

所得増加が生じた一方、内陸部では自動車や半

導体関連の企業進出を背景に製造業への特化度

が高まり、それぞれの地域で自殺死亡との相関

が強まったことによるものと推察される。震災

後の自殺死亡の地域格差の鮮明化には、このよ

うな地域特性の変化が影響したものと考えられ

る。都市化因子は震災後に沿岸部の自殺リスク

を緩和する方向に作用したが、今後は復興予算

の縮減に伴い都市化因子が減退し自殺リスクが

高まる可能性がある。

これらの分析結果は、健康や過疎化に関する

要因が自殺死亡に深く関与しており、地域にお

ける健康増進対策や過疎化対策が自殺予防に結

び付くことや、今後の地域特性の変化を見据え

た自殺予防対策の重要性を示唆するものである。

本稿は自殺死亡と地域特性との相関研究であ

るが、計量分析の一環として、観測変数の逐次

的な関係性を考えるパス解析や潜在変数と観測

変数からなるモデルを分析する共分散構造分析

の余地がある。また、本稿ではサンプルサイズ

が小さく、男女別や年齢別の分析には限界があ

った。これらは今後の研究課題としたい。
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